
コマンダー理論の再検討

その他のタイトル A Re-examination of the Commander Theory
著者 高尾 裕二
雑誌名 關西大學商學論集
巻 22
号 6
ページ 623-640
発行年 1978-02-25
URL http://hdl.handle.net/10112/00020985



(623)47 

コマンダー理論の再検討

裔 尾 裕

(I) はじめに

ゴールドバーク (Louis Goldberg) により提唱された“コマンダー理論

(The Commander Theory)"に関する検討は， すでに多くの人々により行
(1) 

なわれており，いわゆる会計主体論における見解の一つとして認識されるに
(2) 

至っている。

(1) たとえば， 番場嘉一郎稿「持分会計の基礎理論」近代会計学大系皿「持分会

計論」昭和43年中央経済社刊所収。青柳文司著「会計学の原理」昭和48年中央

経済社刊。 内田昌利稿「コマンダー理論の構造」雑誌「会計」第100巻第4号。

(2) なお， ゴールドバーグ会計理論を単にコマンダー理論だけでなく，「A.A.A.

基礎的会計理論 (ASOBAT) 1966」の論理に関連性を有するものと位置づける

論文が近時発表されている。宮上一男絹「会計学講座①近代会計学の発展田」

昭和49年， 世界書院刊。 脇浦則行稿「基礎的会計理論への理論的基礎づけー

L. ゴールドバーグ会計論を中心として一」広島修大論集第16巻•第 1 号•第

2号（商経）脇浦則行稿「ゴールドパーグ会計理論の論理構造ーA.A.A.「基

礎的会計理論」との関連性について」雑誌「会計」第110巻第6号，第111巻第

1号。なお，本稿執筆に際し，上掲論文をおおいに参考にさせていただいたこ

とを付記しておく。
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本稿において，われわれもコマンダー理論の検討をその課題とするのであ

るが， その目的は， ゴールドバーグ自身の資本主理論 (TheProprietary 
(3) 

Theory)， エンティティー理論 (TheEntity Theory)に対する批判を詳細

に跡づけ，コマンダー理論提唱の要因を探究し (I)，次にゴールドバーグの

コマンダー理論の内容を要約することにより， その内容を説明し (111)， さ

らに， 明らかにされた提唱の要因を踏まえ， コマンダー理論の性格につい

て，いくつかの角度から検討すること (1V)により，コマンダー理論の再検

討を行なうことにある。

(Il) コマンダー理論提唱の要因

われわれは，当該要因を基礎要因と具体的要因の二段階に区別する。前者

は会計研究の基本態度，方法論に根ざすゴールドバーグの基本隠識に関する

要因であり，後者は基礎要因から派生し，資本主理論やエンティティー理論

批判の具休的手段となる要因である。まず基礎要因について検討しよう。

(1) 基礎要因

(a) 会計概論 (AnOutHne of Accounting 1957) における特徴
(4) 

会計概論においては，会計の基本原則として「持分理論(Theoryof Equi-

ties)」が提示され本著の主内容を構成する。他方．「会計理論に対する二つ

(3) L. Goldberg; "An Inquiry into the Nature of Accounting（会計本質論）＂

においては，バッターの資金理論 (TheFund Theory) について若干吟味，

検討されているが，本稿ではいちおう考慮外とする。

(4) 財務的側面においては，企業の持分の全体価値は企業の資産の全休価値に等し

い。または，広い意味で企業が所有している価値は，企業が負っている価値に

等しいと定義され，次の四つの等式が掲げられる。（イ）持分＝資産，（口）持分＝負

債＋．資本主持分， Vヽ）負債＋資本主持分＝資産，（二）資本主持分＝資産一負債。そ

して， いかなる財務的取引が生起しようと， これらの等式の両辺の等価は不

変である，とされる。以上， L.Goldberg; "An Outline of Accounting（会

計概論） 1957"pp. 1&--,31. なお内田前掲稿参照。
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のアプローチが，会計手続ならびに会計技術の基礎となっている原則または
~5) (6) 

慣行を表硯するために使用されてきた」として，資本主理論およびエンティ

ティー理論についての若干の記述が見られる。まず本著の内容からコマンダ

ー理論提唱の要因を探ることにする。

本著においては，コマンダー概念を直接的に初彿させる用語の使用は見当
(7) 

らず，資本主理論とエンティティー理論に関する説明内容も，一般的である

ように思われる。さらに，両理論と彼の持分理論との関係が明確ではなく，

持分理論が一方の主体論を意識して展開されたものと理解することは困難で
(8) 

あるように思われる。したがってコマンダー理論提唱の要因を他に求めねば

ならない。ここに改めて彼のエンティティー概念の特異な解釈が注目される

ことになる。

エンティティー理論について， ゴールドバーグは，「エンティティー理論

によると，いかに企業と企業の資本主とが密接に同一視されようと，企業と
(9) 

資本主との分離に重点がおかれる」として，ギルマンの “AccountingCon-

cepts of Profit"にみられる‘‘主人・奴隷の関係 (master-slaverelation-

(5) Goldberg, "An Outline of Accounting" p. 26. 

(6) "An Outline of Accounting"においては「ProprietorshipTheory」となっ

ているが，「ProprietaryTheory」と同義と解釈することにする。

(7) ゴールドバーグによれば，持分概念が前面に押し出され，資産概念が派生的，

第二次的概念とされる。このことは，エンティティーではなく，資本主およぴ

債権者の観点が強調されていると理解することもできる。この意味で，人間重

視の基調が見られるといえよう。

(8) ただ，ゴールドバーグによれば，資本主理論は資本主と企業を同一視するが・

他方，エンティティー理論は，企業と資本主の分離が強調されるとする。持分

理論は，資本主と企業の分離を前提として，展開されたものであるから，この

意味で，エンティティー理論を前提にしているといえなくもない。しかし，い

わゆる資本等式と貸借対照表等式を持分理論の枠内で並列的に取り扱い， ま

た，資産と費用との親近性が見られないなど，主体論的意義から，どのカテゴ

リーに属するのかを判断することは容易ではない。

(9) Ibid., p. 26. 
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ship)” を引用し，「もしも，奴隷 (slave)を企業 (businessor enterprise) 
(10) 

概念におきかえるなら，ェンティティー理論の本質を理解したことになる」

と説明するが，注目すべきはエンティティー概念に関する次の主張である。

彼は，「さてもしわれわれが， エンティティー理論を究極まで展開させる

と，われわれは人間が彼自身とは別個の（会計的）エンティティーになる状
(11) 

態に至る」といい，また「もしエンティティー理論を受け入れるとしたら，
(12) 

私自身とは別個のエンティティーになる」とも述べている。かような彼のエ

ンティティー概念の理解はたとえ個人事業を念頭においての議論であるとし

ても，多少奇異な感を拭えない。エンティティーなる用語が，主休論的意義

に用いられているとすれば， エンティティー理論を展開させるという操作

は，代理機関としてのエンティティーから，企業それ自体という駆識，さら

には，利害関係者と切り離された社会的制度的存在としての企業認識への展

開をわれわれに推測させるのが自然であるからである。他方エンティティー

なる用語が，会計が行なわれる範囲の限定という意味での会計単位としての

エンティティー概念，あるいは，複式簿記の技術的前提としてのエンティテ

ィー概念，つまり，エンティティーコンベンションとして用いられていると

すれば，それは資本主理論においても当然に必要なコンベンションであり，

エンティティー理論に対する批判として妥当なものではない。

かりにゴールドパーグがこの時点で，会計主体としてのエンティティーと
(13) 

会計単位としてのエンティティーに明確な概念上の識別がなく，エンティテ

ィー理論に固有のものとの理解にたっての主張であるとしても，その真意を

十分理解しえるかは疑問である。

ゴールドバーグが，ェンティティー理論の説明にギルマンの主人・奴隷の

(10) Ibid., p. 28. 

(11) Ibid., p. 29. 

(12) Ibid., p. 29. 

(13) "An Inquiry into the Nature of Accounting",においては，エンティティ

一概念は，会計手続遂行の社会単位ならびに“純粋な＂ェンティティー理論と

の2つの意味があるとし，両者を明確に区別している。 Ibid.,p. 145. 
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関係に関する議論を引用していることより，企業休は最初は企業主（所有主）
(14) 

から独立した人格として成立したものとの立論を彼は受容したであろう。

したがって，彼においては，ェンティティーは奴隷のように一個の人格であ

るとの基本認識があり， 人的会計エンティティー (personal accounting 

entity)の存在は認められると推測されるのである。 しかし， エンティティ
(15) 

ーの人格的要素に固執し，物的会計エンティティーの存在は認められない。

物的会計エンティティーでは人格的要素が希薄であるか消滅するからであろ
(16) 

う。個人事業の場合， 資本主とは区別される人格の存在を想定しえず， 他

方，エンティティー理論はエンティティーを資本主と区別するという命題で

あり，しかも彼によると，ェンエィティーは人的エンティティーであるとの

基本駆識があるゆえに，ェンティティー概念はいきおい資本主の人格内に混

入せざるをえない。かような考え方は，「エンティティー概念を過去にさか

のぽって追求すると，われわれは，個人が測定可能な資質と測定不可能な資
(17) 

質とに分離された状態に達する」との特異な主張となって硯われるのである。

このような特異な主張の真意を十分に説明することは容易ではないが、；最少

(14) 阪本安ー著「近代会計と企業体理論」昭和48年森山書店刊， 74ページ。

(15) エンティティーの人格的要素に固執するという意味で， コマンダー理論は代理

人説と親近性を有し，代理人説の発展と把握することができる。

(16) 次の文章に注目したい。「キャニンク・・(Canning) はエンティティー説に反対

して日＜，負債と資本は同資性をもつものではない。貸借対照表の貸方をすべ

て負債と解釈することは．人を混乱させ，人に誤解を与える考え方である。そ

こでは比喩的表現が用いられているのである。すなわち企業自体を資本主，債

権者その他利害関係者とは別個のエンティティーとし，これを人格化するので

ある。（中略）比喩的表現が用いられているという批判に対してある者は， 株

式会社企業の場合は，エンティティーは単なる比喩的存在以上の存在であると

主張するが，かかる主張は，株式所有者を資本主（人的実在）とみながら，し

かも同時に株式会社をこれと対の立場に立つ独立の人的実在とみる謬想であ

る。擬制的なエンテイティーの思想は，観念の世界では通用するが，現実の分

析には通用しないと」番場前掲稿 30~31ページ。

(17) Goldberg, "An Inquiry into the Nature of Accounting" p.121. 



52(628) コマンダー理論の再検村（高尾）

限，エンティティーが人格的要素をもつものであり，また， もたねばならな

いとする彼の基本認識に由来するものといえるのではなかろうか。

われわれはここに一つの特徴を見いだすことができる。すなわち，彼の関

心は存在するものとしての，活動するものとしての人間を離れないというこ

とである。つまり，存在せず，自から活動しない観念の世界にのみ認識され

るエンティティーを実在し，活動するものと擬制し，その擬制があたかも観

点を表硯するという立論への鋭い反発が上記の持異な主張の背後に隠されて

いると考えられる。一般的には，かような思考は，彼の会計研究者としての

基本態度に根ざすものであり，理論構成に不可避な概念の抽象化の程度の問

題ととらえることができる。次にこの議論をもう少し精錬化して述べてみる

ことにしよう。

(b) 会計研究の基本態度

上記の議論に開して，その背後にあると思われる彼の会計研究の基本態度

を検討しよう。理論構築に不可欠な諸概念とその抽象過程について，ゴール

ドバーグは，「これらの概念は， 分析の目的のために個別化されるけれども

いかなる概念も他のすべての概念を全く排除して適用され得ないものであ

る。それゆえ各概念の考察は抽象の過程を意味する。しかしながら，抽象化

に伴う危険は，用語の使用のさいに伝達可能な言及との接点を失うことがあ

りうる点に存する。抽象の程度が高まれば高まるほど，結果は明確な認識し
(18) 

うる言及から遠のき，誤解の機会が一層増す」という。具体的に，会計主体

としてのエンティティー概念について上述の主張を適用してみるならば，物

的エンティティー概念は高度に抽象化された概念であり，それゆえ，明確な

隠識しうる言及から逸脱した概念ということになる。主体概念については，

活動する人間という概念以上に抽象化されてはならない。観点とは本来個人
(19) 

的 (personalor individual)なものであり， この概念は， 一方で人々に現

実的な観点を与えうるのであり，他方で会計の対象と思われる全領域が，こ

(18) Ibid., p. 5. 

(19) Ibid., p.109. 
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の抽象化の段階で包含されるからである。換言すれば，主体概念に関して，

経済活動（意思決定）を行なう人間を明確に伝達しうる概念は，必要な抽象

化とその危険性の相互関連での最適な抽象段階なのである。ゴールドバーグ

が， われわれが認識しなければならないことは， 企業 (business)，会社

(company)は諸関係の一般的， 速記的表硯としてそれ以外は決して存在

しないということである。 それらは， 能動的存在 (activebeing) ではな
(20) 

い。存在するのは，人間と物であるとする背後に上記の基本態度が生きてい

る。このような立論は，必然的にエンティティー理論の批判に向かう。すな

わち，エンティティー理論は所有の用具として，法的に恩められるがゆえに

株式会社に限り，制限された適用可能性をもつが，あくまでも虚構であり，

さらに，ェンティティー理論がひとたび認められると下位エンティティーや

上位エンティティーなる概念を導き出す結果となり，この段階に至ると，も

はや法的に是認されたエンティティーの当初の徳性が失なわれ，ますます不
(21) 

自然なものとなると彼はいう。

(c) 広範囲な会計対象の隠識

ゴールドバーグは基礎的な段階で，会計の対象たりうる現象（彼の用語で

は，アカウンクプルな硯象）の性格を，財産（無形の諸権利も含む）を伴う

人間関係から生起する現象として特徴づける。測定が会計の本質であるとの
(22) 

隠識から，当該関係がしばしば測定可能だからである。したがって，このよ

うな対象の理解は会計の対象を必然的に広範囲なものとし，あらゆる企業形

態，政府，私的クラプから個人事業にまで適用可能な会計理論が希求される

ことになる。 ここにまた，コマンダー理論提唱の基礎要因が見い出される。

資本主理論もエンティティー理論も限られた適用可能性しかもたないと彼は

考えるからである。彼の考え方によると，前者は組合事業や二～三名以上の

株主を有する会社には適用困難である。けだし，人的継続性の側面から，各

(20) Ibid., p. 145. 

(21) Ibid., p. 146. 

(22) Ibid., pp. 41~43. 
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組合員各株主の持分算定が困難であるからである。同様に信託や政府の場

合には，法的に資本主の要素が欠如しているがゆえに，やはり資本主理論を

適用することは妥当ではない。後者は，法人格を付与された株式会社に対す

る説明的手段にすぎないがゆえに広範囲な領域に適用することはやはり困難
(23) 

であるからである。

(d) 広範囲な会計手続の認識

ゴールドバーグが会計手続として検討するのは，記録 (recording)，報告

(reporting)，解釈 (interpretation) の諸手続である。記録手続に関し，

複式簿記記録について彼は，「複式記入がなしうるものは，一つの組織の中
(24) 

で，利益の測定と資本主持分の測定とを結合する可能性にある」として，そ

の有用性を認めるものの，「複式記入は， 財務的記録にとって本質的なもの

ではない。財務的記録は多くの場合， 複式記入なしで行なわれているから
(25) 

である」とし，記録手続における複式簿記をさほど重視していないように思
(26) 

われる。複式簿記に閲する彼の理解はさておき，要するに彼は記録手続を他

の諸手続（報告・解釈）と同次元で取り扱い，これらの諸手続を包含する会

計手続が遂行される観点を探究しようと試みたのである。したがって，会計

手続を統一的に説明する観点という意味での会計主体概念は，広義に把握さ

れることになり，ここrゴールトハーグのコマノダー理論提唱の要因が存す

るのである。 このような見解は， 資本主理論ならびにエンティティー理論

は，主として元来，複式簿記理論に関連して提唱されてきた。出発点からこ

のような制限された解釈を採用することは，たとえその後において，より広
(27) 

範な適用が試みられるとしても基礎理論の形成において弱点となるという彼

の言葉にもよく硯われていると思われる。

(23) Ibid., pp.145~146. 

(24) Ibid., pp. 218~219. 

(25) Ibid., p. 215. 

(26) この点については，後でもう少し検肘する。

(27) Ibid., p.108. 
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(2) 具体的要因

以上のところで，われわれは，彼がコマンダー理論をいかなる理由で主張

するに至ったかを，彼の基本的認識，方法論という理論構成の基礎段階に遡

って検討した。次にこの基礎要因から導き出されると思われる具休的要因に

ついて吟味することにする。

まず(a)において，彼の『会計概論』におけるエンティティー概念の特異な

解釈に焦点を合わせることにより，そこに現実的に操作可能でない概念を拒

否するという基本的認識を指摘し，（b）においてその基本的認識が一般的形式

で明確に説明されていることを理解した。このような基礎要因は，理論構成

にさいし主体概念については明らかに意思決定をなす能動的な人間という概

念が理論上重視されねばならないということを意味する。ここに，能動的人

間なる概念をコマンダー理論提唱の具休的要因の一つと見なすことができ

る。彼は，二つの観点（エンティティー理論と資本主理論）を比較すると，

もしエンティティー理論の観点を十分なまで過去に戻すと人間を人格化しな

いという状態に至る。もし資本主の観点を十分なまで未来におし進めると，
(28) 

人間でないものを人格化する状態に至ると述べている。前者はエンティティ

ー，後者は株主集合体という擬制を理論内に組み入れる。かような擬制は，

彼によれば会計手続を遂行する上での現実的，操作可能な観点を与えるもの

でなく，明らかに伝達不可能な概念ということになる。

次に，（C）において，ゴールドパーグの広範な対象の恩識を指摘し，会計対

象の性格は基礎的段階で財産を伴なった人間胴係として特徴づけられること

を示した。人と財産の関係は一般的に所有と管理（支配）という二種の関係が

想定される。彼は，「所有なる概念は， 不明瞭な概念であり， また基礎的会

計概念として使用に適する方法で定義し，かつ，分析することが極めて困難
(29) 

である」といい「管理は経済的機能であるが所有は法律的関係である。つま

り，所有の概念が全く存在しないとしても依然として管理の概念は存在する

(28) Ibid., p. 145. 

(29) Ibid., p. 162. 
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(30) 

であろう。所有は結局，多少静的あるいは受動的な概念である」ともいう。

彼にあっては，経済的，会計的側面からは，所有機能よりも管理機能に焦点

を合わせるのがより適切であるとされる。思うに会計において所有概念はも

とより重要である。しかし，現行の会計システムを単に所有機能の側面から

統一的に理解することができるかどうか。一方で社会発展に伴う経済機構の

複雑化，経済的諸活動の多様化という背景，他方で広範な対象領域に妥当な

基礎理論の形成というゴールドバーグの意図を考慮するとき，所有機能より

管理機能を重視するという理論展開はわれわれも同意できる。伝統的資本主

理論が妥当する領域においても理論上，資本主の所有機能と管理者の管理機

能を識別することができる。究極的にではないが第一義的に会計諸手続が必

要なのは，所有関係が存するがゆえでなく，管理機能を効率的に遂行せんが

ためである。ここに管理機能の重視というもう一つの具体的要因を摘出する

ことができる。そしてゴールドパークは次のようにいう。資本主の観点およ

びエンティティーの観点は所有関係を基礎にしており，その相遮は，資本主

の観点から被所有物を見るか，被所有物の観点から資本主を見るかにすぎな
(31) 

ぃ，と。

上述した二つの具体的要因には密接な相互閲係がみられる。けだし，管理

機能は所有機能に比べて動的機能だからであり，管理機能に着目する限り，

当該機能を遂行する能動的主体を考慮する必要があるからである。このこと

に関連して彼は，「分離された抽象的エンチィティーとしての株式会社に注

(30) Ibid., p. 164. 

(31) Ibid., p. 127.なお，資本主理論ならびにエンティティー理論が所有関係に基

礎をおくものであるとの根拠として次の例が示されている。今，かりに 1ポン

ドを所有する子供がいるとして，（ i)ここに 1ボンドある， （ii)この 1ポン

ドは私のものである，という理解が資本主理論および複式簿記の本質である。

次に子供が1ボンドを貯金箱に貯金したとして，貯金箱が1ボンドを保有し，

子供に 1ポンドを負っていると理解するのが，エンティティー理論である。し

かし次に貯金箱はだれが所有しているのかという点が必ず問題となる。なぜな

ら，所有者のない貯金箱の存在は想定しえないからである。このように資本主

理論も，エンティティー理論も所有に基礎をおくのである。 Ibid.,p. 126. 
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目し，それに人間能力を与える代わりに，われわれは人間によってのみ遂行
(32) 

されうる管理機能にわれわれの注意を向けねばならない」という。

以上，われわれは，ゴールドバーグのコマンダー理論提唱の要因について

詳細に検討してきた。会計理論上の概念は操作可能なものでなければならな

いとする基本思考ならびにより広範囲な適用可能性を有し，かつ会計諸手続

の統一的な説明が可能である基礎理論の形成の意図（以上基礎要因）， さら

にこのような基本思考，基本的意図から派生する管理機能を遂行する意思決

定主体としての人間（以上具体的要因）が，資本主理論ならびにエンティテ

ィー理論を批判し，コマンダー理論を提唱した要因である。

(ill) コマンダー理論の展開

上記の議論から，資源に対して管理機能を遂行する能動的人間を意味する

概念が，資本主やエンティティーに代わり会計諸手続が遂行される観点とし

て導入されるであろうことは容易に推測される。この概念がまさにコマンダ

ーに他ならない。ゴールドバーグによると運用すべき資源をもつすぺての人
(33) 

がコマンダーなのである。会計手続はコ•マンダーの観点から，コマンダーの

ために遂行される。コマンダー理論の理解に必要と思われる部分を要約する

と以下のようになる。

会計記録はコマンダーの意思決定の結果を記録し，有用な報告を作成する

ための準備行為と見なされ，会計報告はコマンダーからコマンダーヘの，っ

まりコマンドの鎖に沿った報告となり，その有用性は当該コマンダーの資源

管理活動およぴ上位コマンダーによる当該コマンダーの業績判定の資料提供

に存するのであり，会計分析は報告資料に基づいてコマンダーの合理的意思

決定のために行なわれるのである。つまり，人間が利用するために，人間に

よって会計記録が保持され，会計報告書が作成され，分析がなされるのであ

(32) Ibid., p.163. 

(33) Ibid., p.167.なお資源に対する管理機能がコマンドと呼ばれる。
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り，結局，会計手続は資本主の観点や人為的エンティティーという仮定的観

点からではなく，コマンダーの観点から遂行されるのである。コマンダーの

観点から貸借対照表は，コマンダーなる人間が委託され管理（必ずしも所有

しない）する資源に関するアカウンクビリティーの報告書，つまりコマンダ

ーが資源を引き出した源泉とその運用の方向を表示する所有というよりも管

理の報告書として位置づけられる。損益計算書は，ー会計期間内のコマンダ

ーなる人間により引き起されたイベントの要約の測定，つまりコマンダーの

活動の総結果の報告書として位置づけられ，貸借対照表に振り替えられる純

利益のみが資本主の観点からの測定であり，他はすべてコマンドの観点から
(34) 

の測定であると説明される。さらに資金計算書は，管理者が一期間内に資源

を引き出した方法および使用した方向を示す報告書，資源の変動をより直接
(35) 

的に示す報告書とされる。

(N) コマンダー理論の性格

ここではすでに明らかにされた提唱の要因，コマンダー理論の内容を踏ま

えてコマンダー理論の性格をいくつかの視点から検討し，コマンダー理論の

牲格を明らかにすることが目的である。

(1) 従来，いわゆる会計主休論の系論として貸借対照表貸方に関する議論

（持分会計論），ならぴに， その議論と関連して， 利益， 留保利益， 配当，

利子，法人所得税等の性格の把握に関する議論がある。前者についてコマン
(36) 

ダー理論においては， 「コマンダーが資源を引き出した源泉」であるとさ

れ，人間が強調されるとはいえ，貸借対照表貸方を統一的に理解する点で，

エンティティー理論との類似性が見られる。後者について， 「損益計算書に

(34) 原著においては， managerとなっているが commanderと解することが許さ

れよう。

(35) Ibid., pp. 167,-,.,172. 

(36) Ibid., p.171. 
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おいて，コマンダーまたはコマンダーのための会計人は，コマンダーの観点

から結果を表示しようとする。すなわち， コマンダーとして彼が蒙った費用
(37) 

とその結果を説明しようとする」との記述がみられるだけで，各項目の性質
(38) 

の把握は必ずしも明らかではない。
(39) 

コマンダーの観点と経営者の観点との親近性に鑑み，経営者の観点から各

項目がどのように把握されるかを吟味するのも有意義である。番場教授によ

ると，経営者の見地から会社の財務的側面とオペレーション（生産販売）の

側面とを分離し，業務的概念の利益 (operatingconcept of income)を表

示することが会計の限目となるとされ，利子・配当は財務的項目であり，業

務的利益（業績利益）の算定におけるマイナス要素としない，法人所得税は

財務的項目ではないが， 業務的項目でもないからこれも費用要素とはしな

い。留保利益に相当する金額は資金源泉をあらわす意味で財務項目であるか
(40) 

ら，これも費用要素とされないことになると説明される。確かにゴールドバ

ーグは，資源の効率的使用という技術的な問題に直面するコマンダーにとっ

ては，販売•生産・消費等の量的関連性が重要であり，したがって非貨幣的
(41) 

性質をもつ尺度が要求されるといい，オペレーションの側面が強調されてい

る。

したがって，経営者の観点からの類別を参考にしてコマンダー理論を発展

的に理解することも可能であろう。しかし他方，上記の類別をそのままコマ

ンダー理論に適用することは，ゴールドバーグ自身の明確な記述がない以上

(37) Ibid., p.172. 

(38) 「しかし， この考え方をとることによって何が収益であり， 何が収益でない

か，何が費用であり，何が費用でないかという概念規定を，他の考え方よりも

ーそう，明確に，適切に行なうことが可能かどうか—したがって損益計算書

に利益として記載される額，貸借対照表に利益（利益剰余金）として記載され

る額を一そう明確に適切に決定することが可能かどうか， 問題は残るのであ

る」番場前掲稿 45ページ。

(39) コマンダーの典型は経営者であるが，同義と解することは妥当ではない。

(40) 番場前掲稿 41ページ。

(41) Ibid., p. 205. 
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やはり躊躇せざるをえないのである。

次に彼の複式簿記に関する議論内容からこの問題をもう少し検討してみよ

う。彼は， 「複式会計記録は生命のないものであり， 複式会計記録が観点を

表現するということは，それが単にある人間の観点を反映する情報を含んで
(42) 

いるということにすぎない」というもののコマンダーの観点が複式簿記上に

どのように反映されるのか必ずしも明らかではない。さらに注目すべきは複

式簿記に関する次のような議論である。彼は，事象が発生したがゆえに記入が

行なわれるのではない。伝統的にかつ今日まで認められた会計記録上の事象

選択基準は，資産，負債，資本主持分に影蓉し，かつ，貨幣単位で表現しう

る事象が選択され，それ以外の事象は選択されないというものであった。要

するに，活動単位に影暢を及ぼすすべての事実を記録するであろう記録組織
(43) 

はいまだ工夫されていないという。

かような吟昧から次の二様の解釈が可能であると思われる。会計主体論の

系論としての冒頭の課題とゴールドバーグの議論がかみ合わないがゆえに，

ゴールドバーグのコマンダー理論提唱の意図が冒頭の課題に答えるためのも

のではないとする解釈，および冒頭の課題に明確に答えないがゆえに会計主
(44) 

体論としてのコマンダー理論を疑問視する解釈である。

(2) 会計主体論を，企業会計の有用性の実質的意義をつかむために，企業

をその利害関係者との関連においてどのようにみるかという「企業観」を考
(45) 

えるものと理解する場合，経営者としての人間に焦点を合わせた主休論とし

てコマンダー理論の意義が見い出される。エンティティー，株主集合体なる擬

制を排斤し，管理機能を遂行する意思決定主体としての人間という二つのメ

Jレクマールに支えられたコマンダー理論は，資本主理論やエンティティー理

論に比べて会計手続遂行の観点をより現実的なものにする。この点について

(42) Ibid., p.120. 

(43) Ibid., pp. 355~359. 

(44) 内田前掲稿 143ページ参照。

(45) 新井清光著「財務会計論」昭和50年，中央経済社刊， 31~32ページ。
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ゴールドバーグは， 「人間の意思決定， つまり生きた人間によってなされる

意思決定は解釈であれ，報告であれ，記録であれ，会計手続を正当化する要

因である。コマンダーの概念は，このような状態において合理的現実的な観
(46) 

点を提供するものである」と説明する。先に示した貸借対照表や損益許算書

や資金計算書もこのような視点から説明されたものと理解される。

コマンダー理論はこのような視点から，伝統的資本主理論の制限された適
(47) 

用可能性を，資本主の所有機能をコマンダーの管理機能に代替することによ

り拡張させると供に，他方，ェンティティー理論の抽象性を排除し，会計手

続上，現実的合理的観点を付与するという意味で当該理論を補完するものと

見なすことができる。ゴールドバーグ自身も，コマンダー理論はエンティテ

ィー理論や資本主理論を破棄するのではなく，両理論を調和するために利用
(48) 

することができるという。

(3) コマンダーは企業資産全体を管理する立場にある経営者に限定される

訳ではない。 コマンダーの定義，｀またゴールドバーグが最終的に管理者理

論，受託者理論とせずあえてコマンダー理論と名づけた点が考慮されねばな

らない。一般的には自己の責任の下に管理する資源をもつ人々が存在する領

域でコマンダーは存在するのである。 このことは， 「満足な会計理論の源泉

は社会硯象の中にあるのが，当然であるが，社会硯象のある一側面だけにあ

るべきではない…•••コマンダー理論は次の社会的事実に基づいている。 (i)

異なる人々は異なった資源に対して支配力あるいはコマンドをもっている。

(46) Ibid.,p.226. 

(47) 所有関係があるがゆえに会計手続が必要なのではなく，第一義的には管理機能

が存在するゆえに会計手続が必要とされる。このように考えると，かような代

替を考えることは容易である。

(48) Ibid.,p.173;この点について，コマンダー理論は両理論を調和させるものとは

思えない，との主張がある。 Gynther ; "Accounting Concepts and Behavioral 

Hypotheses", in Schiff and -Lew}n(eds,), Behavioral Aspects of Accoun-

ting, 1974, p. 370.なお， Gyntherは所有より管理機能を強調するゴールド

，，ゞ ーグの立論に対しても批判的である。 Gynther; op. cit., p. 369. 
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(49) 

(ii)すべての人々はある種の資源に対しコマンドをもっている」との言葉か

らもうかがえる。議論を企業に限定しよう。この場合，企業組織はコマンダ
(50) 

ーのヒエラルキーとして把握され，企業の利害関係者も各々コマンダーとみ

なされる。資源の効率的利用に関心を有するという側面から企業をとりまく

主体は一義的にコマンダーと把握することができるからである。 このこと

は，会計の諸手続が企業内部と企業外部にあえて識別することなく，コマン

ダーの観点からコマンダーのために遂行されるものとして一元的に理解され

ることを意味する。会計機能遂行の必要性を究極的にではないが，第一義的

に人間の管理機能におくコマンダー理論のひとつの意義は財務会計と管理会
(51) 

計との主体概念の統一的把握を可能ならしめる点にあるといえよう。

(4) 費用か利益分配かという対象の類別だけでなく，費用の測定，利益の
(52) 

算定自体を決定するものが価値観であり，そのにない手が会計主体であると

の主張がある。ここではこの論旨に沿ってゴールドバーグが会計主体として

のコマンダー概念にいかなる主体意識を付与したかを検討しよう。まず，こ

の課題に関連する各概念についての彼の説明を明らかにする。測定単位につ

いて彼は，測定単位の採用は基本的に測定の対象である物 (things)の関係

を考慮する人間の主観的評価に基づき，各々の物の形態に対して別々の個別
(53) 

的測定単位が存在するであろうと説明し，価値についてはまた，財や用役に

固有のものではなく人間により創造され人間のために存在し，主として人間

の経験に対し相対的なものであり，価値の決定や受容は必然的に主観的プロ
(54) 

セスであるという。ゴールドパーグは測定・評価という数量的表現の背後に

(49) Goldberg, op. cit., p. 174. 

(50) 拙稿「会計における情報提供機能と管理機能」企業会計 1977.Vol. 29. No. 
12. 145ぺ・ージを参照されたい。

(51) なお，青柳教授によれば，重点が経営管理機能におかれる点から，管理者理論
は管理会計の主体論ともいえる，とされる。青柳前掲書 218~221ページ。

(52) 青柳文司稿現代会計ガイダンス〔皿J 会計主体 企業会計 1977.Vol. 29. 
No. 4. 155ページ。

(53) Ibid., p. 44. 

(54) Ibid., p. 317. 
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ある活動主体（コマンダー）の主観を強調する。利益については，利益は数

量的概念であるがそれでもやはり主観的満足， 質的満足の表現の試みであ

り，それは利益測定の操作が決定されたとき確定される。したがって人々は

各人により採用された各々の測定方法にしたがって同一の環境状況のもとで

異なる結果を得るかもしれず， 起りうる結果の数は無数であるかもしれな

い。この起りうる結果の母集団から，ある目的に対しある一つの結果が選択

され別の目的に対して別の結果が選択される。各々の結果は測定操作が目的
(55) 

に正当に関連するかぎり合理的な解釈であると説明するのである。

要するに彼にあっては会計の主要概念・主要操作は活動主体（コマンダ

ー）との意味関連から考察され，会計諸課題の人間の主観に基づく相対性，

多元性，多様性が主張されるのである。ゴールドバーグ会計論は，経済的な

資源の管理機能に焦点を合せて活動主体を統一的包括的にコマンダー概念で

把握し，コマンダーの価値観を一義的に確定するのではなくむしろコマンダ

ーの多元的価値観を前提に，各機能別に識別されたコマンダーの合理的意思

決定に有用な会計諸手続の探究を主要課題とするという理論構成が採用され

るのであり，確定された会計主体意識を土台として最終的に個々の具体的会

計処理を規定するという理論構成を採用しているのではないといえよう。

したがってコマンダー理論が冒頭の課題に必ずしも明確に答えるものでは

ないことは明らかである。コマンダーにとっての費用の測定，利益の算定を
(56) 

一義的に規定することは困難であり，同様にコマンダーの究極的価値観を一

義的に確定することは容易ではない。

(55) Ibid., pp. 238~256. 

(56) ゴールドバーグは，コマンダーを自己の責任の下で資源を管理する主体と規定

するにとどまり，この定義からコマンダーの究極的価値観が明らかにされたと

みなすことは疑問である。
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(V) む す び

われわれは，会計主体論の一見解としてのコマンダー理論を再検討すると

いう目的で，コマンダー理論提唱の要因を探究し，ついで，会計主体論の名

のもとに行なわれる議論内容から当該理論がどのように位置づけられるのか

を考察した。

「企業観」としての主体論からはコマンダー理論の意義が見い出されたも

のの，他の系論からはその位置づけがなされたとは必ずしもいえず，理論展

開の異質性が明らかとなり，むしろ同次元での議論が可能か否かという疑念

が提示されたといえる。このことは，全体を通じ，会計主体論の一見解とし

てコマンダー理論を位置づけようとする試みに対する疑念の論拠となる。し

かしコマンダー理論，さらにゴールドバーグ会計論が有意義なものではない

というのでは決してない。その理論構成の異質性に鑑み他の側面からの考察

の必要性が示唆されるのである。

上記の議論を媒介にして，一方で会計手続が統一的に遂行される観点をコ

マンダーに求めるという意味でコマンダー理論は確かに会計主休論のカテゴ

リーに含められる性格をもつものであり，他方でゴールドバーグ会計理論を

『A.A.A.基礎的会計理論 (ASOBAT) 1966』への理論的基礎を与えるも
(57) 

のとしての意義に注目する見解を考慮するとき，コマンダー理論を従来の主

休論争から情報会計への転換期に位置するものとして理解することが最も妥
(58) 

当であるとも思えるのである。

(57) 宮上前掲書，脇浦前掲稿。

(58) この点についての検討は，われわれの今後の課題である。




